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椹木委員
■市民活動団体・企業・行政が双方向で情報交換を

・・・滋賀県野洲市「まちづくり情報メールネット」

滋賀県野洲市では、電子メール配信サービス「まちづくり情報メールネット」を来月からスタートさせます。 

野洲市ホームページによると、「まちづくり情報メールネット」は、市民活動団体や企業と行政との双方向での情報交換を目指すもので、まちづくりに関する情報について、迅速に情報提供、情報共有するものとされています。 

情報の交換と共有により団体間の連携や交流を深め、市内のまちづくり活動を盛り上げるのが狙いで、同市が１０月に設置した「まちづくり協働推進センター」が、市内のボランティアグループや公益法人、企業など約５００団体に呼び掛け、希望者にのみ情報提供するとのことです。 

市民活動団体及び企業に対しては、「まちづくり協働推進センター」を経由して次のような情報発信、情報交流を行うとしています。 

●市民活動団体に対して

同センターからは「市民活動助成制度や各種イベント」等、まちづくりに関する情報を発信。

市民活動団体からは「他の市民活動団体や行政等にお知らせしたい情報」を募り、センターを経由して、他の市民活動団体や企業、関係課等にお知らせします。 

●企業に対して

同センターからは、まちづくりに関する情報をいち早くお知らせするほか、各種イベント情報を発信。

企業からは「まちづくりに関する企業活動や行政等にお知らせしたい情報」を募り、センターを経由して、他の企業や市民活動団体、関係課等にお知らせします。 

ただし、企業に対しては、企業が実施している地域社会への貢献活動をＰＲしていきたいと考えられており、営利を目的とした情報は除くとしています。 

このような「市民活動団体」、「企業」、「行政」の協働を円滑に進めるための仕組みづくりは重要です。 
松本委員

私たちにできること。

そう考えてたどり着いたのは
ヒトと暮らしを守ること。　　　
市政は私たちの救急車です。
なので救急搬送の「たらい回し」はしないでください。

どこで相談すればいいのですか？

ではどうすればいい？

病院では「医者を増やせ」「お金を増やして」と現場は訴える。

どれだけの医者を増やし、お金を積めば、「たらい回し」は解決するのか？

「真相」を究明しない限り対症療法ばかりが繰り返される。

市民は京都市（現場）の仕事が

「見える化」？

●京都市（基本方針・基本計画）条令の制定
市民→京都市

　　　　↓
提出された意見と、それに対する市の考え方　→公表（市民に）

●市政も京都市民に言って委員だと思う

では市民参加フォーラムって？。

●市政と京都市（市政）をつなぐパイプ役として京都市市民参加推進フォーラム

　　　　　　　　↓
なんでも言って委員会（え）というキャッチフレーズのもとで

京都市も委員も市民も体質改善

では最初に京都市ももっと市民に対しても各分野別に意見を

出すべき。

●市政も京都市民に言って委員だと思う
●京都市と自治会組織の関わりをせっかく資料作成されているので

　公表すれば市民側も理解しやすく協力もしやすくなるのでは？

　又、公表する事により京都市の各分野が何を担当しているのか

　分かるのでは？市民は身近に市政を感じるのでは？

　各分野が「見える」コトによりたらい回しは改善される。

　搬送ルール作りは出来ていますか？

　市民はいろいろな病気（悩み）を抱え込んでいます。

●学生の力と企業の力=現時点では企業に対する大学の協力は絶大！

　企業は企画に対し有償対価を支払っている。

　はたして京都市は有償対価は支払えるのか？

　大学側は学生に対して協力・協賛すれば単位がもらえる？とか。

●まちづくりアドバイザー（なにもかもパーフェクト）に答えられる人

　はいない。まちづくりアドバイサーも（まちセン）人数が限られて

　いるのですべとの要求に対応はむつかしい。

●●日頃から市民は市政に「What do i do?] 

　を唱えています。自分だったら。こうするのになあって。●●
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